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 日本の民生部門におけるエネルギー消費量は近年増加しており、省エネル

ギーや再生可能エネルギーの有効利用がさらに求められている。 2 0 1 4 年 4 月

には「第 4 次エネルギー基本計画」が閣議決定され、「住宅については 2 0 20

年までに標準的な新築住宅で、2 0 30 年までに新築住宅の平均でネット・ゼロ・

エネルギー・ハウスの実現を目指す」という政策目標が設定されている。ま

た、住宅における固定価格買取制度が 2 01 9 年 11 月から順次終了しているた

め、自家消費を向上させる運用方法を検討することが必要となっている。本

論文は、ゼロ・エネルギーハウス（ Z er o  E ne rgy  Ho u se：以下 Z E H）の自家消

費を向上させるために効率的な設備運用の提案を行い、その有効性を示すこ

とを目的としている。実験住宅を用いて太陽光発電電力の有効利用に関する

実験を行うとともに、数値計算を用いてヒートポンプ給湯器の昼間運転や太

陽光発電と燃料電池の併用発電の有効性に関する研究を行っている。  

 

本論文は 6 章で構成されており、各章の要旨は以下の通りである。  

 

 第 1 章では、本研究の目的を述べるとともに、研究背景及び既往研究につ

いて概観している。  

 

 第 2 章では、本研究で扱う対象住宅の概要について述べている。太陽光発

電、蓄電池、燃料電池、高性能エアコン、放射冷暖房、ヒートポンプ給湯器

等が導入されている。また、設備機器と電気設備を連携制御するため、対象

住宅では、ホーム・エネルギー・マネジメント・システムが導入されている。  

 

第 3 章では、夏季と冬季の予冷熱運転が太陽光発電の自家消費率及び熱的

快適性に与える影響を把握するため、第 2 章で示した住宅において空調運用

条件の異なる 11 条件で物理環境・電力量の測定、サーマルマネキンを用いた

実験を行っている。予冷・予熱運転を行うことにより、帰宅時と帰宅後の夜

間在宅時の温熱環境が快適範囲内で安定したことがサーマルマネキンを用い

た測定により示されている。また、エアコンより放射冷暖房の方が予冷・予

熱効果があり、予冷・予熱は 3 時間稼働よりも 6 時間稼働の方が、蓄熱効果

が長く持続し、非空調時間帯の快適性を向上できたことが確認されている。

さらに、予冷・予熱により帰宅後の夜間在宅時間帯の冷暖房電力消費も削減

できることを示している。また、実験データを用いてヒートポンプ給湯器の

昼間運転に関して数値計算を行っている。ヒートポンプ給湯器を夜間運転か

ら昼間運転へ切り替えることで太陽光発電の自家消費率が向上することを示

している。冷暖房の予冷・予熱運転及びヒートポンプ給湯器の昼間運転を行

うことで、快適性を向上しながら、売買電力量の削減と自家消費率の向上を

実現できることを明らかにしている。本結果は今後の Z E H の最適運用方法を

具体的に示すもので、高く評価できる。  
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第 4 章では、夏季日中の 2 時間のデマンドレスポンスを想定した予冷運転

による電力需要のシフト効果と、居住者行動の工夫が予冷時や空調停止時に

おける快適性や健康性に及ぼす影響の把握を目的に実験を行っている。予冷

運転を行うことで、デマンドレスポンス時にエアコンを停止しても快適性・

健康性が維持できる可能性が示されている。また、家事を予冷時間帯に合わ

せることによってデマンドレスポンス時に快適に過ごせるエアコン停止時間

が 6 5 分まで延長できることを被験者実験により確認している。加えて、居住

者行動の工夫がない場合はストレスが高くなることを示している。実験結果

より、エアコンの予冷運転と家事を予冷時間帯に合わせて行う居住者行動の

工夫を組み合わせることが有効であることを明らかにした。予冷運転に合わ

せた居住者行動による効果を評価した貴重な研究成果として高く評価できる。 

 

 第 5 章では、太陽光発電・燃料電池・蓄電池の個別性能試験結果をもとに

家庭用分散型エネルギーシステムの数値解析モデルを作成し、ライフスタイ

ルが異なる複数の 生活パターンにお ける 省エネルギー 効果及び経済性評 価

を行っている。売買電力量に関して、太陽光発電のみの場合は 2 人世帯と 4

人世帯の両条件ともに太陽光発電量の増加に伴い、売電量は増加し、買電量

は減少したことを示している。また、太陽光発電の単独発電と太陽光発電と

燃料電池の併用発電ともに太陽光発電容量の増加に伴い、自家消費率が低下

する傾向にあることを示している。加えて、併用発電の場合は太陽光発電と

燃料電池により発電をするため、単独発電に比べ自家消費率が低い結果とな

ったことを示している。年間一次エネルギー削減量は単独発電で 17%、太陽

光発電の余剰電力のみを売る条件の併用発電で 37%、太陽光発電と燃料電池

の余剰電力を売る条件の併用発電で 5 6%となり、単独発電より併用発電の方

が一次エネルギー削減に効果があることを示している。年間コストに関して

は、太陽光発電の余剰電力のみを売る場合は単独発電より併用発電の方が経

済的に有利であることを示している。実験結果に基づく数値計算を行うこと

で、世帯構成や電力消費型などの様々なライフスタイルに対して最適設備運

用方法の提案を行っていることは価値がある成果として認められる。  

 

 第 6 章では、各章の研究結果を総括している。  

 

 本論文では、住宅における予冷・予熱運転やヒートポンプ給湯器の昼間運

転による再生可能エネルギーの有効利用に関して評価している。さらに、被

験者実験を行うことで、単にエネルギー有効利用効果を評価することだけで

はなく、居住者行動を含めた ZEH における自家消費を向上させる効率的な

設備運用方法を提案していることは高く評価できる。  
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以上、本論文は建築環境学の発展に貢献する有用な研究成果をまとめたも

のであり、学術的に高く評価できる。従って、博士（工学）の学位論文とし

て価値あるものと認める。  
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